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東北で何があったか？

津波被災 の 基礎情報

・浸水が確認された市町村 62

青森県 5 岩手県 12 宮城県 15

福島県 10 茨城県 10 千葉県 10

・全壊家屋が確認された市町村 48

青森県 2 岩手県 12 宮城県 15

福島県 10 茨城県 5 千葉県 4

（国土交通省資料より 浸水市町村は4.21現在、全壊あり市町村は4.1現在）



東北津波被災都市 の 人口と被災者数（除く原発関連）

（岸井研究室調べ：2011.4.4 現在、各県HPより）

被災者率（死者・行方不明者・避難者数/ 2010国調人口）が高い市町村

陸前高田 77％ 大槌 72％ 南三陸 52％ 女川 32％
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人口 16万人

死・不・避 24663人

15％

津波・激甚・中小多数・原発

原発 20km圏域に約5万人 居住

30km圏域で7万人以上 居住

高台の住居は全く無傷（石巻） 一方で、RCの建物も倒壊（女川）

避難所の連絡版（石巻日和山）

東日本大震災

復興に向けた行政と学会の動き

土木学会全体の取組（特定テーマ委員会）

以下のような体制にもとづき、3月25日以降、全63回の現地調査を実施済

東日本大震災特別委員会 国際シンポジウム（4トラック）
2012年 3月5日-6日 @東京大学 安田講堂
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【【【【設置趣旨設置趣旨設置趣旨設置趣旨】】】】

東日本大震災の被災地域の復興方策について、生活再建、生業再建、安全再建の視
点から総合的に調査分析し、地域基盤再構築の方向性やそのために必要な具体的方策
について迅速に提案し、復興実務に対して社会貢献する。

【【【【設置期間設置期間設置期間設置期間】】】】
当面、２年間程度を目途とする。

【【【【組織運営組織運営組織運営組織運営】】】】
日本都市計画学会の防災・復興問題研究特別委員会と連携、一体的に運営する。
委員会の運営事務は、日本都市計画学会が担当する。
当面、２学会による連携委員会とするが、関連学協会の参加や協力の拡大も可。

【【【【委員構成委員構成委員構成委員構成】】】】委員長：岸井隆幸 日大教授、北原啓司弘前大学 、浅見泰司東京大
学 、中出文平長岡技術科学大学 、糸井川栄一筑波大学、谷口守筑波大学 、三宅諭
岩手大学 、平野勝也東北大学 、大沢昌玄日本大学 、羽藤英二東京大学 、岡安章
夫東京海洋大学 、家田仁東京大学 、中井祐東京大学、奥村誠東北大学 、南正昭
岩手大学 、田島芳満東京大学 、丸山久一長岡技術科学大学 、古関 潤一東京大学 、
本田利器東京大学 、阿部雅人 BMC

地域基盤再構築に関する日本都市計画学会・土木学会連携委員会
（土木学会特別委員会の地域基盤再構築特定テーマ委員会）

＜これまでの作業＞

国土交通省作業管理委員を務める学識経験者からのヒアリング

上記学識に対し、復興計画の進捗状況についてアンケート実施

第3次補正に関わる施策の資料収集と勉強

＜今後の予定＞

第3次補正の施策で不足している点の分析

3月6日の土木学会シンポジウムでのセッション開催



国による復興手法調査

津波被災市街地の復興に向けた地方公共団体の取組を支援するため、

①被災状況等の調査・分析を行い、その成果を地方公共団体

にも提供するとともに、

復興計画の具体化に応じて国に求められることが想定される技術的助言等に即応でき

るよう、

②被災状況や都市の特性、地元の意向等に応じた市街地復興

のパターンを分析し、

③これに対応する復興手法等について調査・検討を行う。

５月 ３月

津波被災市街地の復興手法調査の進め方について津波被災市街地の復興手法調査の進め方について津波被災市街地の復興手法調査の進め方について津波被災市街地の復興手法調査の進め方について
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⑤ 調査全体とりまとめ

① 被災現況等の
調査・分析
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④ 復興手法等の
検討調査
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市街地復興パターン素案の検討

③ 被災市街地の復興に向けた共通の政策課題への対応方策等の検討

市街地における
復興計画を実現する

ための復興手法の検討

○モデル地区の選定
○ケーススタディ

市街地復興パターンの
分析と類型化

＜高齢者の被災＞
65歳以上の人口は23％、死亡者の53％は65歳以上

＜浸水深さと死亡率＞
平均ではリアスの方が死亡率が高い、
同じ浸水深さであれば、平野部の方が死亡率が高い

リアス平均 3.9％ 平野平均 2.5％

（国土交通省調査結果）

＜広域にわたる被災＞

コンパクトな街づくり

を支えるシステムは？

＜高台への移転＞

既存鉄道ルート ・駅の位置 と 土地利用 の 不整合

鉄道施設の移設・再生はありうるのか？ いつできるのか？

陸前高田市議会復興特別委員会
防潮堤に関する説明資料

羽藤英二



１.防潮堤の高さ決定プロセス

１．１ 中央防災会議の提言
• 切迫性が低くても東北地方太平洋沖地震や最大クラスの津波切迫性が低くても東北地方太平洋沖地震や最大クラスの津波切迫性が低くても東北地方太平洋沖地震や最大クラスの津波切迫性が低くても東北地方太平洋沖地震や最大クラスの津波を想定し、

様々な施策を講じるよう検討していく必要がある。しかし、このような津波
高に対して、海岸保全施設等の整備の対象とする津波高を大幅に高くす
ることは、施設整備に必要な費用、海岸の環境や利用に及ぼす影響など
を考慮すると現実的ではない。このため、住民の避難を軸に、土地利用、
避難施設、防災施設の整備などのハード・ソフトのとりうる手段を尽くした
総合的な津波対策の確立が急務である。

• 海岸保全施設等は、人命保護に加え、住民財産保護、地域の経
済活動の安定化、効率的生産拠点確保の観点から、比較的頻度
の高い一定程度の津波高に対して、引き続き整備を進めていくこ
とを基本とすべきである。

→海岸保全施設を用いた頻度の高い津波への
備えが必要

１．防潮堤の高さ決定プロセス

1.2 第２回海岸における津波対策検討委員会（国交省/農水省）

• 「対策が困難となることが見込まれる場合であっても、ためらうことなく想
定地震・津波を設定する必要がある」という考えのもと、「基本的に二つ
のレベルの津波を想定」

• 頻度の高い津波：最大クラスの津波に比べて発生頻度は高く、津波高は
低いものの大きな被害をもたらす津波であり、構造物によって津波の内
陸への侵入を防ぐ海岸保全施設等の建設を行う上で想定する津波。

• 最大クラスの津波：発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被
害をもたらす最大クラスの津波であり、住民避難を柱とした総合的防災
対策を構築する上で設定する津波。

→２つのレベルの津波の想定
→避難を柱とした総合的防災対策避難を柱とした総合的防災対策避難を柱とした総合的防災対策避難を柱とした総合的防災対策

１．防潮堤の高さ決定プロセス

1.3岩手県東日本大震災津波復興計画 復興基本計画

• 津波対策の基本的な考え方を達成するために、海岸保全施設の整備は
過去に発生した最大の津波高さを目標とするのが望ましい。しかし、地形
条件や社会･環境に与える影響、費用等の観点から、海岸保全施設のみ
による対策は必ずしも現実的でない場合がある。この場合、海岸保全施
設の整備目標は、過去に発生した津波等を地域ごとに検証し、概ね百数
十年の頻度で起こり得る津波に対応できる高さとする。

• 津波に対してはどのような場合でも避難することを基本とした上で、概
ね百数十年程度の頻度で起こり得る津波に対しては、防潮堤等のハード
整備により生命と財産を確実に守るとともに、過去に発生した最大津波
に対しては、ハード整備とソフト対策を組み合わせた多重防災型の考え
方で生命を確実に守る。

• 再び人命が損なわれることがない多重防災型まちづくりと、防災文化を
醸成し継承することを目指す

→多重防災型まちづくりと多重防災型まちづくりと多重防災型まちづくりと多重防災型まちづくりと防災文化の醸成防災文化の醸成防災文化の醸成防災文化の醸成

１．防潮堤の高さ決定プロセス

1.4 主な議論の方針

• 海岸保全施設で頻度の高い津波への備えを

• ２つのレベルの津波の想定

• 百数十年の頻度で起こり得る津波高さを目標に、百数十年の頻度で起こり得る津波高さを目標に、百数十年の頻度で起こり得る津波高さを目標に、百数十年の頻度で起こり得る津波高さを目標に、

• 避難を柱とした総合的防災対策避難を柱とした総合的防災対策避難を柱とした総合的防災対策避難を柱とした総合的防災対策

→→→→まちの骨格となる防潮堤高を決定し、これとまちまちの骨格となる防潮堤高を決定し、これとまちまちの骨格となる防潮堤高を決定し、これとまちまちの骨格となる防潮堤高を決定し、これとまち
づくりをあわせて実施するづくりをあわせて実施するづくりをあわせて実施するづくりをあわせて実施する

１．防潮堤の高さ決定プロセス

1.5 防潮堤の高さ決定方法
■設計津波の水位の設定設計津波の水位の設定設計津波の水位の設定設計津波の水位の設定
• 対象津波群の津波を対象に、地域海岸において堤防位置における津堤防位置における津堤防位置における津堤防位置における津

波の侵入の防止を条件とした津波シミュレーション波の侵入の防止を条件とした津波シミュレーション波の侵入の防止を条件とした津波シミュレーション波の侵入の防止を条件とした津波シミュレーションを行う等により地域海
岸内の津波水位分布を算出し、当該水位分布に基づき、隣接する海岸
管理者間で十分調整を図ったうえで、設計津波の水位を設定するものと
する。

■堤防等の天端高堤防等の天端高堤防等の天端高堤防等の天端高
• 堤防等の天端高、上記により設定された設計津波の水位を前提として上記により設定された設計津波の水位を前提として上記により設定された設計津波の水位を前提として上記により設定された設計津波の水位を前提として、

海岸の機能の多様性への配慮、環境保全、周辺景観との調和、経済性、
維持管理の容易性、施工性、公衆の利用等を総合的に考慮しつつ、海海海海
岸管理者（主に県）が適切に定める岸管理者（主に県）が適切に定める岸管理者（主に県）が適切に定める岸管理者（主に県）が適切に定めるものであることに留意する。

→津波シミュレーションなどを援用して決定津波シミュレーションなどを援用して決定津波シミュレーションなどを援用して決定津波シミュレーションなどを援用して決定

２．シミュレーションの設定条件

2.1 津波シミュレーションの設定条件

• 海岸堤防等現況施設による津波遡上低減効果
を明らかにすることを目的に計算実施

• 波源モデル：藤井・佐竹モデル(ver4.0)

• マンシンハ・スマイリィーの方法で垂直地盤変動
量を算出

• 津波シミュレーション:
– 基礎方程式：非線形長波方程式
– 越流境界では本間公式による越流計算
– 潮位条件、地域条件、格子条件を設定して計算



2.2シミュレーションによる数値計算結果
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• 地域内で短時間に集中発生するトリップ

• 関係性の基礎方程式（BEC/紐帯モデル）

接続のみ生じる

接続・切断
どちらも生じる

リンクなし距離=4
Ｍ＝1／4
ｙ＝3（K=3/2）

2.2 避難シミュレーションの設定条件

津波＋避難シミュレーション 4. 何が問題か？

• シミュレーションの（外側の）議論

–そもそも防潮堤は不要という（地元）議論

–高台移転と防潮堤整備

• 人口規模の設定と費用便益

–市街地のコンパクト化は可能か？

–避難道路と市街地整備のまちづくりとの一体化

–大船渡66、宮古63、大槌60、釜石53

–急激な人口減少に対する地域計画（価値）論

陸前高田復興計画策定の推進
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復興推進地域面積
（人口）

a) 6,212,000m2 (23,302)

b) 1,506,000m2 (1,500,000)

a)=陸前高田、b)=阪神淡路



現状

267:1
陸前高田 ： 阪神淡路

、
復興計画策定者 5人/40人

縮退の中の地域デザイン

• 教育委員会24名中，21名死亡
• 再建→統合/複合→集約拠点



（短時間の）住民避難指示

• 3月11日2050 避難指示，
– 第一原発から半径2km以内

• 3月12日1825 避難指示（避難指示拡大）
– 第一原発20km以内+第二原発10km以内
– 双葉病院移送中に患者21名が死亡

• 3月15日1100 屋内退避指示（避難指示拡大）
– 第一原発半径20 kmから30 km圏内→自主避難要請

• 3月19日 双葉町が役場機能をさいたま市から加須市に移転
• 4月22日 警戒区域指定

– 半径20 km圏内
– 災害対策基本法に基づいて民間人強制的退去、立ち入り禁止

• 4月22日 計画的避難区域指定計画的避難区域指定計画的避難区域指定計画的避難区域指定
– 事故後1年間の積算線量が20 mSv以上になると予想される区域
– 飯舘村の全域と川俣町の一部、半径20 km圏内を除く浪江町と葛尾村の全域、南相馬

市の一部が約1か月かけて避難．
– 半径20 kmから30 km圏内のうち計画的避難区域でない地域の大半が、緊急時に屋内

退避や避難ができるよう準備しておくことが求められる「緊急時避難準備区域」に指
定

１．避難指示解除準備区域
2012年4月1日

– 準備が出来た自治体から順次、「警戒区域」・「計画的避難区域」（災害
基本法）を「避難指示解除準備区域」「居住制限区域」「帰還困難区域」
の3区域に再編。

被災後 2012/4/1〜

冨沢酒造

冨沢酒造

• 土地で生きる、土地を超えて生きる。

1.1 環境放射能測定-予測値

• 自然除染効果＋半減期による予測値

http://mamotech.jp/radiation.html

福島県公開情報の「各地方 環境放射能測定結果（暫定値）」より作成

帰還困難区域と補償

• ５年以上帰れない帰還困難区域（年５０ミリシーベルト超）
• 数年で帰還を目指す居住制限区域（年２０〜５０ミリシーベ

ルト）
• 早期帰還を目指す避難指示解除準備区域（年２０ミリシーベ

ルト以下）。

1.2 避難指示解除準備地域の風景



中間貯蔵施設

• 東京電力福島第一原発の事故に伴う除染によって、福島
県内で生じた汚染土や廃棄物を集めて保管する施設。

• （どこにつくるべきか？）

避難指示解除準備区域の論点
1. 除染-仮置き場/中間貯蔵はどうすべきか？
– 帰還困難区域に、中間貯蔵施設をつくれば、仮

置き場の除染廃棄物はなくなる（が）。
– 但し帰還困難区域の復興は困難となる可能性が

高い
2. 補償（の打ち切り）はどうあるべきか？
– 避難指示が解除されれば補償は打ち切られ、生

活再建の場所を決めざるを得ない状況になる。
– 避難指示解除準備地域の復興は可能か？

3. 戻る人、戻らない人、戻れない人。
– 人口減少時代の都市計画とはどうあるべきか？

避難指示解除準備区域の論点
1. 除染-仮置き場/中間貯蔵はどうすべきか？

– 帰還困難区域に、中間貯蔵施設をつくれば、仮置き場の除染廃
棄物はなくなる。

– 但し帰還困難区域の復興は困難となる可能性が高い
– 予定地には，登記簿ベースで2365人の地権者

2. 補償（の打ち切り）はどうあるべきか？
– 避難指示が解除されれば補償は打ち切られ、生活再建の場所を

決めざるを得ない状況になる。
– 避難指示解除準備地域の復興は可能か？
– 帰還非希望人口 0.489

3. 戻る人、戻らない人、戻れない人。
– 12市町村児童数1437人（H26）/ 8388人（H22）
– 多様な人口形態
– 人口減少時代の都市計画とはどうあるべきか？

2. 原発事故の直接被害比較

1986年 4月 事故発生/避難開始
1986年 5月 石棺建設開始
1986年12月 新都市スラブチチ都市計画策定
1988年 3月 第一次入殖完了

1990年 ウクライナ独立
1991年 石棺安全化プロジェクト開始
1995年 G8とEUが原発安全停止を決議
2000年 原発全面停止
2002年 国連が立入禁止区域の汚染回復表明

2011年3月 事故発生/避難開始
2011年8月 除染ガイドライン発表
2011年9月 事故調査委員会設置
2012年7月 国本格除染開始
2013年11月 燃料棒取り出し開始

東日本大震災福島第一原発事故 チェルノブイリ原発事故

2.1 チェルノブイリ/プリピヤチの今
• 原発処理のための新技術開発と選択的復興

2.2 復興新都市：スラブチチ
• ８候補地から鉄道アクセス，線量，地盤など

を比較して，新都市候補地を選定



2.3 国連の報告(2008)
• 20年の追跡研究の結果、青少年期の放射性ヨウ素への暴露と大線量を

あびた緊急作業者の健康問題を除けば、チェルノブイリ事故の結果とし
て大部分の人口においては重篤な健康問題の恐れに生きる必要がない
ことなどを報告

2. 4 スラブチチの都市計画概要

• 24,700人（計画人口60000人/ 7.2km2），住民平均年齢31歳
• ２年の工期で，各共和国が分担工区担当，24時間工事体制で，35

の設計機関が参加
• 高層/低層住宅，病院，行政機関とオープンスペース，４つの小中

一貫校，６つの幼稚園，１つの孤児院
• 自由経済特区の採択（’96-’00)による企業誘致

朝永朝永朝永朝永振一郎（振一郎（振一郎（振一郎（1906190619061906----1979)1979)1979)1979)
Jumps in the darkJumps in the darkJumps in the darkJumps in the darkのようなのようなのようなのようなOperationsOperationsOperationsOperations

• このごろ、わが国では原子炉の安全性の問題とか、伊勢湾台
風の被害にからんで災害予防の問題とか、いろいろな問題が
起っているが、以上オランダでの例からいろいろと教訓を引
出すことができそうである。

• この教訓は明らかだと思うが、何より気がつくことは、驚く
べき科学性である。（中略）ローレンツの力と熱意とからわ
れわれは大いに学ばねばならない。

• 次に、この大事業をこのような科学的なやり方で出発させた
オランダの政治家の識見に敬意を表さざるを得ない。ローレ
ンツを起用したのは彼らの大きな手柄である。そして、急が
ずあせらず、８年もの検討をローレンツに許した度量と科学
者に対する信頼とは範とすべきだと思う。とにかく、これは
政治家、科学者、技術者の最も美しい協力の例であり、それ
がまた驚くほどみごとに成功した例である。

Hendrik Antoon Lorentz(1853-
1928)

• Lorentz put a whole section 
of engineering on a scientific 
foundation. 

• After the Zuidersee we 
know that even in very 
complicated cases it is 
possible to stick to a strictly 
theoretical method, that 
approximations, which are 
always necessary, should be 
justified and their 
consequences checked. 

• Many operations were 
jumps in the dark 
indeed. . . . . . . Now this is 
calculated in advance. . . . . .

災害とインフラストラクチャ

復興ﾃﾞｻﾞｲﾝ実践研究

・東京東京東京東京2060
→東京計画東京計画東京計画東京計画2060の実践の実践の実践の実践
→首都圏直下地震の対応研究首都圏直下地震の対応研究首都圏直下地震の対応研究首都圏直下地震の対応研究

・事前/事後復興デザイン
→東北復興実践活動の推進
→復興モデルのアジア展開

ﾃﾞｰﾀｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ研究

・次世代モビリティデザイン
→避難行動モニタリング研究
→インフラ連動モビリティ研究

・環境ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学
→ｾﾝｼﾝｸ技術、ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ技

術を包含した新たな都市社会
シミュレーション

１．首都圏直下対応に向けた復興デザイン研究体の１．首都圏直下対応に向けた復興デザイン研究体の１．首都圏直下対応に向けた復興デザイン研究体の１．首都圏直下対応に向けた復興デザイン研究体の
実施体制実施体制実施体制実施体制

東京大学

復興デザイン研究体

生産技術研究所さまざまな大学

都市・地域ﾃﾞｻﾞｲﾝ研究

・地域・コミュニティ再生学
→次世代コミュニティｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
→健康医療福祉都市戦略

・国土・都市・地域経営戦略
→次世代インフラ研究
→国土・都市・地域ビジョン研究

新領域創成科学研究科
国内外の自治体

東京都、陸前高田市、三重県など 農学生命科学研究科

日本学術会議
五学会連携

• 東京大学をはじめとする都市、建築、社基の研究者を中心に、農、法、情報、経済学部と協力、自治
体、企業、学術会議などと連携し、次世代の都市・地域・国土像を考える復興デザイン研究体を組織。

情報理工学系研究科

法学部・経済学部など

研究を現場で実践するスタジオ型研究
プログラムで新たな学問展開を可能に

東京大学
巨大水災害軽減学
教育プログラム

連携ハブ組織

実践-教育-
研究の循環

国際戦略研究
・アジア次世代インフラデザイン→国際都市-インフラデザイン研究

・国際都市比較研究→アジア/アフリカ/南米を中心とする都市-インフラ比較制度研究

アジアデザイン
ネットワークの展開



組織づくり

• 東大３専攻，１研究所で構成
– 社会基盤学専攻
– 建築学専攻
– 都市工学専攻
– 新領域創生科学専攻
– 生産技術研究所

• 専任教員の構成
教授
– 講座ポスト
– 本部ポスト
– 本部ポスト

助教

– 井本佐保里（建築）本部ポス
ト

• 運営費（社会連携講座）
収入
– 寄付元
– 東大

支出
– 間接費
– スペース費
– 人件費

片山 浩之
水質衛生学

環境微生物動態

小池 俊雄
地球水循環

地域水資源学

黒瀬 武史
都市デザイン

中井 祐
景観デザイン

（専攻長）

森口 祐一
環境システム工学

（専攻長）

福島 秀
哉

土木デザイン
まちづくり

桑村 仁
鋼構造

佐藤 慎
二

海岸工学

千葉 学
建築意匠

藤田 香織
木質構造

塩原 等
建築構造・材料

（専攻長）

大野 秀敏
建築・都市設計論

加藤 孝明
地域安全システム学

都市計画

建
築

都
市
工

新
領
域

生
産
研

社
会
基
盤

統括（センター長）巨大水災害軽減学教育プログラム巨大水災害軽減学教育プログラム巨大水災害軽減学教育プログラム巨大水災害軽減学教育プログラム

村上 道夫
水循環

社
会
基
盤

工学研究科
長

羽藤 英二
社会基盤計画

原田 昇
都市交通計画

田島 芳満
海岸工学

本田 利器
地震工学

防災組織行動

窪田 亜矢
地域デザイン
復興デザイン

大月 敏雄
建築計画

井本佐保里
建築・施設計画

大口 敬
交通制御工学

復興デザイン研究体復興デザイン研究体復興デザイン研究体復興デザイン研究体

運営会議

実現の方法：スタジオ型教育研究プログラム

大学院国際スタジオ
→共通の地域プロジェクトを設

定、モビリティデザインやアセッ
トマネジメント等の演習を行う。

現地スタジオ
→現地でフィールドワークと

デザインワークショップを実
施する。
。

自治体等における
プロジェクト推進
→実プロジェクトの立ち上げ
を自治体と連携して行う。

大学院コース/リサーチワーク
→デザインワークやプログラミング、数理、法制度、エンジアリング、

ランドスケープ、建築などのデザインの実践に必要な基礎科目
の講義を下敷きに、プロジェクトウィンドウごとに企業、自治体と
共同で研究課題を設定し、これを推進する。

• 首都圏直下を想定して、各地域ごとにアドバイザリーボードを設定し、1)

大学院国際スタジオ、2)現地スタジオ、3)地域における研究プロジェクト
で構成。

• 研究者,大学院生に加え、行政/NPO、企業の専門家/実務家、国内外の

デザイナーでスタジオ型教育研究プログラムスタジオ型教育研究プログラムスタジオ型教育研究プログラムスタジオ型教育研究プログラムを推進する。
東京都
渋谷区など

企業群

学術会議

建築家

海外研究者

政治学者

コミュニティデザイナー

ｱｰﾊﾞﾝﾃﾞｻﾞｲﾅｰ

プログラマー

３．都市法と地域安全保障,東京事前復興
港湾法、農地法、道路法と連動とした（災害対応型）都市（計画）法によ
るインテリジェント防災拠点整備と次世代インフラによる事前復興の展開
Compile City based on  the City-Code

渋谷2050 (外房連動型を想定したサバイバルプラン）

１．インナーリングによる閉鎖系都市
開放系都市のダイナミズから、東京は非中心化する。小さな環状線は渋谷
2050の「コミュニティ」を守る未来の城壁である。
Closed Form City and Inner ring

２．モビリティクラウド
すべてのモビリティとスペースはネットに接続され、地域のロジスティクス、
医療、福祉を担保する建築と一体化した小型モビリティの実現
Tokyo Mammalian Kernel

４．悼む空間
個人化が進む社会の中で、痛みを物語として回収しないこと、傷をあるものと
して包摂すること。新渋谷駅と空間コンバージョンによる悼むヴォイドの創出
Fragility Space and City Conversion

交通復興
陸前高田交通網計画作成と共同バスサービス実証実験

（寄付元企業＋復興デザイン研究体＋陸前高田市）

• 陸前高田市交通網計画策定

• 受注業務でカバーしきれない共同バ
スサービスを，復興デザイン研究体で
先行技術開発推進（科研基盤Ｓ）。

• 公共交通ガイドライン共同受注。

• 過疎地域での展開推進と道路空間の
新基準

• ポスト五輪に向けた車社会の大変動期
• 三重県尾鷲市，富山県黒部市へ展開

▲Google Streetタイプ ▲TOYOTA高速五輪 ▲新国道基準の検討

震災前の公共交通ネットワーク

＜震災前＞

陸前高田～盛間陸前高田～盛間陸前高田～盛間陸前高田～盛間 <平日平日平日平日> JR大船渡線大船渡線大船渡線大船渡線 特急バス特急バス特急バス特急バス（特急一関線）（特急一関線）（特急一関線）（特急一関線） 岩手県交通高田線岩手県交通高田線岩手県交通高田線岩手県交通高田線

所要時間 30分 29分 50分

料金 400円 ＊ ＊

頻度 上り9本/下り10本 上り8本/下り8本 上り11本/下り11本

初電/終電（出発駅基準） 下り6:18 / 上り20:35 下り10.39 / 上り15:19 下り6:42 / 上り18:40

陸前高田～大船渡間

計28本/日
盛－陸前高田中心部

震災後の公共交通(2011年10月時点）

＜現在＞

陸前高田～盛間陸前高田～盛間陸前高田～盛間陸前高田～盛間 <平日平日平日平日> JR大船渡線大船渡線大船渡線大船渡線 特急バス特急バス特急バス特急バス（特急一関線）（特急一関線）（特急一関線）（特急一関線） 岩手県交通高田線岩手県交通高田線岩手県交通高田線岩手県交通高田線

所要時間 運休 29分 50分

料金 ―― ＊ ＊

頻度 ―― 上り2本/下り2本 上り6本/下り6本

初電/終電（出発駅基準） ―― 下り14:31/ 上り15:20 下り6:55/ 上り19:12

陸前高田～大船渡間
計8本/日

震災前の３割以下
の水準に落ち込む



3.2 復興教育の推進
広島土砂災害復興デザインスタジオ
（寄付元企業＋復興デザイン研究体＋安佐南区役所）

• 広島土砂災害現地調査の実施
– 合同調査団の派遣

• 復興デザインスタジオの推進
– 2015.04-2015.07 東大大学院スタジオ
– 社基/建築/都市/新領域の大学院生18名が受講

• 小高アーバンデザインセンターの展開
– 公民学センター発足

▲復興拠点施設ＷＳ ▲帰還困難区域の復興計画 ▲ 現地説明会

用水/沿道/堰堤/地区/4つの視点で提案/東大復興デザイン
研究体が道筋報告/広島土砂災害復興デザイン
20150729建設通信

東大の復興デザイン研究体の活動の一環として開講した復興デザインスタジ
オの成果報告会が２７日、広島市安佐南区の佐東公民館で開かれた＝写真。
広島土砂災害を対象とした現地調査や地元住民たちへのヒアリングなどの成果
を踏まえ、「用水」「沿道」「堰堤」「地区」の４つの班が被災地に対する復興デザ
イン（案）を提案した。

今回の成果は、４月に復興デザインスタジオを開講してからの約４カ月間、担
当教員と院生が被災地に足を運び、土砂災害の現場視察、行政・地元住宅に対
するヒアリング、意見交換を通じて得た情報をベースとしたケーススタディーを踏
まえ、提案している。

「用水班」は、八木用水を「とりあえず八木用水まで逃げよう」と思わせるように
リ・デザインし、地域の生活防災力を最大限に引き出す空間にすること、「沿道
班」は、沿道空間からの復興に着目し、住宅エリアの敷地の使い方や沿道の土
地利用を盛り込んだ“地のルール”を構築し、地域に根差した新しい空間のあり
方、「堰堤班」は、整備された堰堤を有効活用する観点から、付近に、もり・つち
の広場・やぐらで構成する“つちと森の公園”を整備し、災害に対する警戒心を
維持し続ける空間づくり、「地区班」は“みちにわ”という空間をつくることによる日
常のコミュニティーの場や災害時の避難の場の創出を提案した。

今回の提案は、参加者からの意見などを踏まえ改善などを加え、復興デザイ
ンとしてまとめる方針だ。復興デザイン研究体の中心となる羽藤英二東大大学
院工学研究科教授は「復興の道筋は地域によってさまざま。学生たちの提案は、
骨格となる堰堤、都市計画道路、排水などを一つひとつ事業として進めていくと
いうことだけでなく、やわらかいインフラや地域のつながり、地域の歴史を継承す
る用水、小さな道などに焦点を当て、地域の復興を持続的にどう進めていったら
良いのかということを考えてくれている」と述べ、今後も継続して広島土砂災害か
らの復興に取り組んでいく方針を示した。

同研究体は、東大工学系研究科の社会基盤学、建築学、都市工学の３専攻
が中心となり、民間企業からは復建調査設計とアジア航測が参加し活動を支援
している。さまざまな災害復興について現地調査から復興デザイン、さらには都
市的なスケールから建築的なスケールまで一貫して提案することを特徴としてい
る。

復興と若者

避難所（現在）

跡地利⽤の
検討

・⼾建て
・集合住宅
・移転支援の検討

-災害公営住宅
-防災集団移転

・⼾建て
・町外集合住宅
等への転居

・⼾建て
・集落単位の
住宅再建計画

②集落内再建 ③町内再建 ④町外再建

（一刻も早い）仮設転居

①現地再建 移転

再建意向の
調査

①現地再建
②集落内再建

益城町

③町内中心部
で 再建

③町内新規住宅地
で 再建

④町外再建
町役場

（現地再建）

⽣活道路の整備

県道28号

県道235号

体育館

まちなか
の 集合
住宅

交通拠点
＋ 直
売所

公⺠館

熊本空港

町役場

公共交通軸

県道 28
号

県道 235
号

歩⾏者・公共交通優先道路
【県道28号、県道235号】

⾞交通優先道路
【県道36号、県道232号】

県道 232
号

←健軍

←熊本市

現在ある農地や公園を生かし
た 応急的整備

活断層帯

秋津川沿いの
緑地との連続

転居にあわせた震災復興公園及
び 緑道の段階的整備
県道への緑道整備

震災復興公園の
段階的整備

縦道の植栽整備

公⺠館

バス停

県道高森線

県道 36号
⾞生活軸

【断面イメージの変化】

0
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益城町中心部の復興に向けて

益城町中心部の復興の詳細方針

【益城町の復興基本計画のコンセプト図】
① まちの拠点と暮らしの基盤の復興（町役場と生活復興）

③ 緑の回廊づくり（活断層帯の復興計画）

【まちの拠点】 【住宅再建の選択肢設計】

【秋津川周辺の緑地公園整備】

② 暮らしの道づくり（県道高森線の復興計画）
【県道高森線の整備】 【道路ネットワークの再編集】

【宅地内部の緑の整備】

集落内移転、町内移転、町外移転
、 現地再建の支援条件の整理を⾏な
った
復興計画の策定を検討する。

▲避難所における⽣活環境の悪化に対して、 うえで、意向調査を⾏い、⾃⽴可能な
仮設⽤地を一刻も早く⽤意し、仮設転居を推
進する必要がある。

公共交通中心の高森線と⾃動⾞中心の
北部道路を益城町の移動軸と位置づ
け，沿道利⽤の集積を図ると共に、内
部の集落と軸線をむすびつける縦道と
横道の復興を⾏う。地域の暮らしの質
の向上には、⾞や公共交通の利便性向

上が必要不可⽋であることから、町内道路の性格付けを明確化し、高齢者世帯や子育て
世帯の暮らしの多様なニーズにあわせた交通ネットワークを再編集する。

現在２⾞線の高森線につ
いては，周辺住⺠の意向調
査を⾏い、（片側）1.5 ⾞線
化や 2 ⾞線化による BRT
の導入や LRT 化の検討を
⾏う。各集落のバス停を拠
点化することで、沿道と拠
点地区の利便性を高め、縦
道や横道の再⽣を組み合わ
せた、暮らしやすい道づく
りの計画を⾏なう。

益城町の復興を考えるにあたって、１）まちの拠点再⽣地区の基盤の復興、２）地域交通
網形成による街の公共交通軸の再⽣、３）断層周辺地区の緑地公園化による暮らしの再⽣、
の３つのエリアの再⽣プランを骨子とする復興基本計画のコンセプトを考える。

断層周辺の⼟地利⽤計画作成にあたっては、被災を受けた世帯の意向聞き取りを⾏っ
たうえで、区域指定を⾏い、段階的な緑地公園化を考える。断層周辺エリアの緑地と
益城町内部の近隣公園や小河川や⽔路とを一体的な緑の回廊として再⽣する。

県道高森線沿道復興について、被災世帯の意向聞き取りを⾏った上で、公共交通機能
の拡充による高齢者世帯の移動性に配慮したまちづくりのための公共交通軸整備を念
頭に、BRT などの検討を⾏い、県道高森線の⾞利便性を重視した沿道利⽤とあわせ
た整備を検討する。

役場等の拠点再⽣地区の⼟地利⽤においては、益城町の拠点維持・再⽣を、重点計画
と位置づけ、区画整理事業などの事業制度の検討を⾏いながら、広場や多機能拠点を
配置することで、質の高い街の拠点づくりを目指す。同時に拠点以外のエリアでは住
宅再建の選択肢を設計し、住⺠ニーズに応じた暮らしの基盤の復興をサポートする。

県道 235 号線と県道高森線が交差する地区を拠点再⽣
地区とし、役場の再建と広場や交通拠点、直売所等の
複 合施設の⽴地検討を⾏い、まちなかの集合住宅など
と連 携した、新たな地域内の暮らしの基盤づくりを検討
する。

断層周辺の被災状況と意向調査に基づいて、秋津川周辺の漸次的緑地化計画を考える。公
園化に伴い、防災集団移転などの宅地再建・移転の支援スキームに基づいて、時間をかけな
がら、緑地公園化プログラム推進の検討を⾏う。

▲活断層跡をミュージアム施設として保存し
ている例（周辺に集落あり）。
▶宅地法⾯や⽤壁が崩壊し、小河川が閉塞し
たことから、ブロック塀から⽣垣への転換と
いった街区内植栽や小河川の環境改善を図る。

北淡震災記念公園
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A BA
ʼ

B
ʼ

拠点の 基盤整
備エリア

1
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秋津川

県道高森線

バス停整備

公共交通

拠点地区の基盤整備

北部道路

畑地水田

水田

⾞利便性の高い
⾞

新規住宅地

凡例

拠点再⽣地区

公共交通軸

緑地公園地区

⽣活再建地区

《震災前の⼟地利⽤》

《復興後の⼟地利⽤（案）》
漸次的な 緑
地公園整備

県道 232
号

県道 28
号

国道 443
号

県道 235
号

現町役場

益城町復興計画策定現地調査団派遣 今後の展開に向けて
【課題】ネットワーキング強化と新業務開発

• 復興姿勢の醸成
– 若手エンジニアの博士修得
– シンポジウムの企画開催

• 復興デザインフォーラムの開催による
活動浸透

• 復興デザイン研究会の開催（4回開
催）とネットワーク強化

– 出版
• 研究者連携による出版計画（予定）

• 提案力の強化
– 小高復興デザインセンター
– 地域大学組織との人材交流連携

今後の展開に向けて(3)
新たな社会連携型教育の敷衍

教育 復興デザイン学の開講
国土交通省×ＮＨＫ×神戸市との連携
• 国土交通省街路交通施設課 清水喜代志課長（現：国土交通省 技術審議官）

– 「阪神淡路大震災における市街地復興事業の意義～東日本大震災との比較を通して、阪神淡路大
震災の市街地復興事業の意義を探る～」

• 神戸市住宅都市局 山崎聡一局長
– 「神戸市における復興事業の計画立案と現在の状況～復興事業に関する立案プロセスと計画・事

業内容、事業完了後の現在の状況について概説し、復興事業を今日の目から見つめ直す～」
• 内閣府 田村政策統括官（防災担当）

– 「首都直下地震、南海トラフ地震に対する国の対応～首都直下地震対策特別措置法案、東南海・
南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別法（現在国会審議中で成立見込み）を通して、
大規模地震に対する現在の国の取り組み方策を紹介し、今後の対応方策を考える～」

• 国土交通省都市局都市安全課 大島敦仁課長補佐
– 「防災都市づくりの計画と自助・共助の取組み～国において策定した「防災都市づくり計画策定

指針」及び「地域力による都市の安全性向上の手引き」を通して、災害リスク評価に基づく総合
的な防災都市づくり計画のあり方、自助・共助の取り組み方策を考える～」

• ＮＨＫ放送文化研究所メディア研究部・村上佳子専任研究員
– 「震災ビックデータの活用と今後の課題～ビッグデータ活用の現状と今後の動向を通して、災

害情報の提供や震災復興計画への活用のあり方を考える～」国土交通省室 中村英夫室長「復興
記録の取組と震災復興に必要な都市情報～震災の記録をどのように行うか、現在の東日本大震災
の記録への取り組みと、それを踏まえた震災復興に必要な情報について考える～」

今後の展開に向けて
地域実験への展開

• 地域道路経済戦略会議の展開
– 国土交通省各地方整備局＋経済調査室＋大学連携
– 五輪プラスワンデスティネーション社会実験

– 新道路研究会特定課題（ストック効果、社会実験、
ETC2.0）

– 五輪・沖縄などに向けた社会実験と提案
– コンパクトシティ→ストックマネジメント→PPP

– 維持管理の自動化（i-コンストラクション）
– 道の駅2.0とBRT連動結節点機能強化へ

北海道： 萩原， 高橋， 有村， 内田 北海道開発局

沖縄： 神谷， 羽藤 他 沖縄総合事務局

関東： 福田， 柳沼， 日下部 関東地方整備局

東北： 菊池， 桑原， 原 東北地方整備局

中部： 倉内(文)， 金森 他 中部地方整備局

近畿： 井料， 宇野 近畿地方整備局

四国： 吉井， 倉内(慎) 四国地方整備局

北陸： 高山， 佐野， 中山 北陸方整備局

中国： 塚井， 藤原， 橋本， 力石 中国地方整備局

九州： 円山， 嶋本， 加知 他 四国地方整備局

同地方研究会地域道路経済戦略研究会

国土交通省道路局

国土技術政策総合研究所

行政

行政（ 地方）

道路局長

東京大学 座長

▲沖縄基地跡地計画とモビリティ実験



シン・ゴジラ 「人間が怖れるもの」

• ゴジラは「人間がおそれるモノ」の概念的象徴
であり、神であり、夢であり、私達の怖れに対
する予見そのもの。

• それが顕れるとき、戦争であれ、テロであれ、
大地震であれ、人は厄災が自分の暮らしの
中に入り込むことを怖れる。

• 何を怖れるか？

「組織とシビリアンコントロール」

• 私たちは「組織」によって巨大災害に対処することを
想定している。

• 「組織」は多くの情報をもつ。

• 内閣がそうした多くの情報をもとに閣議決定を繰り返
し、さまざまな指示が自衛隊に下される。自衛隊は指
示通りにコマンドを実行に移す。

• シビリアンコントロールの下、回りくどいほど入念に指
示系統を確認し、下される災害の排除策は、ある意味
誠実に「組織」によって施行される。

• 土壇場において人の命を第一とする判断は日本らし
いと言える一方で、圧倒的な破壊力の前にして、型ど
おりの情報と手続きを重視した「組織」では判断が追
いつかない。

• にっちもさっちもいかなくなった後、首都は機能を喪失．

「この国で好きを通すのは難しい」

• 混乱の中、国家の行方は、大統領特使パ
ターソンと、官房副長官矢口のもと設置され
た「巨大不明生物特設災害対策本部」に委ね
られる。

• さまざまなエキスパートたちが、精神が突き
動かされるように、各々の判断を信じ、不眠
不休で災害「ゴジラ」対策とその問題解決に
向かう。

原発復興の論点
1. 除染-仮置き場/中間貯蔵はどうすべきか？
– 帰還困難区域に、中間貯蔵施設をつくれば、仮置き場の

除染廃棄物はなくなる。
– 但し帰還困難区域の復興は困難となる可能性が高い

2. 補償（の打ち切り）はどうあるべきか？
– 避難指示が解除されれば補償は打ち切られ、生活再建の

場所を決めざるを得ない状況になる。
– 避難指示解除準備地域の復興は可能か？

3. 戻る人、戻らない人、戻れない人。
• 政府主導の社会基盤計画→公民権運動→PIの導入→広報無駄遣い論

→政府委員会方式→小さな計画論→風景論、、、、
– １０万人の復興のかたちは？
– （人口減少時代の都市計画とはどうあるべきか？）





小高復興デザインセンターの目的小高復興デザインセンターの目的小高復興デザインセンターの目的小高復興デザインセンターの目的
• 南相馬市小高地区の復興の現場で実践活動に取り組む専門家と市民との連携現場で実践活動に取り組む専門家と市民との連携現場で実践活動に取り組む専門家と市民との連携現場で実践活動に取り組む専門家と市民との連携

を生み出し、着実なを生み出し、着実なを生み出し、着実なを生み出し、着実な復興を実現していく。

• 市民、専門家、学生、首長と連携したデザインスタジオによる社会実験やWSによ
る、復興のサポート体制の実現。

• 生業支援、移動支援、地域デザイン・プランの協働作成と市民との連携の実現

建築家 都市計画家

プログラマー
医者

機械工学者金融学者

ＩＴ産業

自治体首長
地域住民

機械産業

素材産業

建設産業

ファシリテータ
実践型研究者

博士学生

博士学生

博士学生

博士学生

化学者

小高復興デザインセンター
スタジオ型実践プログラム

移動支援研究移動支援研究移動支援研究移動支援研究
コミュニティ移動研究と社会実験
のノウハウの蓄積

地域地域地域地域デザイン研究デザイン研究デザイン研究デザイン研究
避難-日常行動モニタリングによる
コミュニティマネジメント

▲
データ

シミュレー
ション技術

▲

地域デザイン
ワークショップ



南海トラフ巨大地震の事前復興
に向けて

1. 全体像を把握する（情報をとりにいく）

2. 首長-議会-商工会-市民の生きた関係づくり

3. 人口減少時代の事前復興都市計画をつくる

4. 現場で「（若い）人」を育てる

「人間であるということは、とりもなお
さず責任を持つということだ。人間であ
るということは、自分には関係がないと
思われるような不幸な出来事に対して忸
怩たることだ（サンテグジュペリ）」


